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本稿は、８月９日時点で利用可能であった 

情報をもとに記述されています。 

 

２ ０ １ ２ 年 ８ 月 ９ 日 

日本銀行水戸事務所 

 

茨城県金融経済概況 
 
 

１．要 旨 

県内景気は、全体として回復している。すなわち、公共投資や住宅投資が

引き続き前年を上回っているほか、個人消費も、大型小売店売上高が減少し

たものの、全体としては底堅く推移している。もっとも、輸出や生産が減少した

ことなどから、回復の動きに変化がないかどうか、当面注意深く見守る必要が

ある。 

先行きについては、災害復興関連需要に加えて、海外経済が減速した状態

から脱していくことにより、緩やかな回復経路を辿っていくと考えられる。 

 

 



２ 
 

 

２．実体経済 

（１）公共投資  

６月の公共工事請負金額は、災害復興工事から、国を中心に、９か月連続して

前年を上回った。 

▽ 公共工事請負金額                                    （前年比、％） 

 

 

2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨  城  県 64.2 61.8 25.8 38.7 23.0 51.3 18.3 

全      国 3.6 10.3 15.5 8.0 5.4 36.7 14.1 

 

（２）輸  出  

輸出は、一般機械（建設機械）で中国、欧米向けの在庫調整の動きがみられ、

全体では減少している。 

 

（３）設備投資 

６月短観（企業短期経済観測調査）結果をみると、2012 年度の設備投資額は、

全体では前年比５割弱の大幅増加と、極めて意欲的な計画となった。 

すなわち、製造業で大型の能力増強投資がみられるほか、災害復旧・復興投

資の本格化もあり、前年比８割増の計画となった。非製造業でも積極的な新規出

店から前年比１割超の増加計画となった。 

▽設備投資額             (前年比、％) 

 
11 年度 

(実績) 

12 年度 

(計画) 

全  産  業  2.1 46.3 

 
製  造  業 5.9 80.9 

非 製 造 業 ▲1.3 13.3 
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（４）個人消費 

６月の大型小売店売上高（当事務所調べ、11 か店ベース）は、天候要因から夏

物衣料品が伸び悩み、１年２か月振りに前年を下回った。７月は、本格的な暑さ到

来に加え、夏物クリアランスセールの奏功もあり、衣料品を中心に持ち直している

模様。 

▽ 大型小売店売上高                                            （前年比、％） 

 

 

 

 

 2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨城県 

日本銀行水戸 
事 務 所 調 べ 

 
 6.7 

 
22.0 

 
3.6 

 
76.3 

  
17.5 

  
0.3 

  
▲4.8 

経済産業省調べ 2.0 7.0 ｎ.a. 18.1 ▲0.2 ▲1.3 p▲3.4 

全 国 経済産業省調べ ▲1.3  1.3 p▲1.3  5.1 ▲0.6 ▲0.8 p▲2.6 

(注) p は速報値。    

 ７月の乗用車新車登録台数は、ハイブリッド・低燃費の新型車の投入に加え、

エコカー補助金の再導入もあって、震災による供給制約等がみられた前年を引き

続き大きく上回った。 

▽ 乗用車新車登録台数                                     （前年比、％） 

 

 

2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

茨  城  県 23.4 51.2 78.9 2.2 倍 86.0 53.8 53.2 

うち普通・小型 23.6 57.0 70.2 2.2 倍 75.4 45.4 52.4 

全      国 24.6 50.3 66.0 99.5 68.6 46.8 42.3 

うち普通・小型 25.2 54.3 59.0 92.6 64.0 39.8 37.3 

このところの家電販売状況をみると、本格的な暑さ到来から、エアコン、扇風機

の売り上げが伸びているものの、薄型TVやブルーレイ・DVDレコーダーが地上デ

ジタル放送への移行に伴う駆け込み需要がみられた前年を大きく下回っており、

全体でも前年を下回って推移している。 

県内の主要観光施設の入り込みは、海開きが行われた各地の海水浴場でも例

年を大きく下回る入り込みに止まるなど、依然として厳しい状況が続いている。 
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（５）住宅投資  

６月の新設住宅着工戸数は、持家、貸家を中心に、５か月連続で前年を上回っ

た。 

▽ 新設住宅着工戸数                                （前年比、％） 
 

 

2011 年 

10～12月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨  城  県 ▲4.9 14.2 24.5 47.5 59.1 12.7 9.4 

うち 分譲 14.6 76.7 10.4 6.6 7.3 2.2 倍 ▲31.0 

全      国 ▲4.5 3.7 6.2 5.0 10.3 9.3 ▲0.2 

うち 分譲 4.5 7.9 3.6 11.8 13.0 4.4 ▲7.2 

（６）生  産  

電気機械（高付加価値品）、輸送用機械（自動車部品）では高操業が続いてい

る。もっとも、これまでフル生産体制の一般機械（建設機械等）で輸出の減少を背

景に生産調整に入る動きがみられるほか、電子部品・デバイス（半導体関連）でも

減産を継続しており、全体では減少している。 

▽ 鉱工業生産指数              （季節調整済指数、(  )内は原指数の前年比、％） 

 

 

2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨  城  県 
94.7 

(3.8) 

98.6 

(19.9) 

n.a. 

(n.a.) 

99.6 

(59.8) 

100.5 

(55.4) 

93.5 

(13.9) 

n.a. 

(n.a.) 

全      国 
  94.1 

(▲1.6) 

95.3 

( 4.8) 

p93.2 

( p 5.1) 

95.6 

(14.2) 

95.4 

(12.9) 

92.2 

( 6.0) 

p92.1 

(p▲2.0) 

（注） p は速報値。 

 

（７)雇用・所得環境  

雇用環境は、依然として厳しい中、有効求人倍率は横這いで推移している。所

得環境は、ほぼ前年並みで推移している。 

▽ 有効求人倍率                                     （季節調整済、倍） 

 

 

2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨  城  県 0.71 0.76 0.82 0.77 0.80 0.83 0.83 

全      国 0.69 0.75 0.81 0.76 0.79 0.81 0.82 
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３．物  価 

５月の消費者物価指数（除く生鮮食品）は、光熱・水道費等の値上がりにより、３か

月連続して前年を上回った。 
 

▽ 消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）                    （前年比、％） 

 

 

2011 年 

10～12 月 

2012 年 

1～3 月 

 

4～6 月 

2012 年 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

茨  城  県 ▲0.5 ▲0.0 n.a. 0.3 0.3 0.1 n.a. 

全      国 ▲0.2 0.1 0.0 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 
 

４．金  融  

（１）預金・貸出 

６月末の県内金融機関の預金残高は、15 兆 1,925 億円、前年比＋2.2％と堅調

な伸びを示す一方、貸出残高は、７兆 3,861 億円、同▲0.0％と７か月連続して前

年を下回った。 
 

（２）貸出約定平均金利 

６月末の県内金融機関の貸出約定平均金利（ストックベース）は、2.047％と1年

８か月振りに前月を上回った。 
 

（３）銀行券 

７月中の銀行券の動きをみると、発行が 547 億円、還収が 202 億円で、344 億

円の発行超となった（前年は 396 億円の発行超）。 
 

（４）企業金融 

復旧・復興支援のための各種融資・保証の利用もあり、緩和した状況が続いて

いる。なお、６月短観結果（全産業の資金繰り判断 D.I.）は「楽である」超幅が５％

ポイントで横ばい。 

 

５．企業倒産 

 ７月の企業倒産（負債総額 10 百万円以上）は、件数（11 件）、負債総額（11 億

円）ともに前年を下回った。 

 

以  上 
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１．実体経済

（１）個人消費

（前年比、％）

全   国 茨 城 県 全    国
うち

普通・小型 軽自動車 うち普通・小型 軽自動車

2010年度 ▲ 1.1 ▲ 2.5 ▲ 2.0 ▲ 8.2 ▲ 9.0 ▲ 6.3 ▲ 7.1 ▲ 7.8 ▲ 5.4

2011年度 8.7 2.8 ▲ 0.9 1.6 ▲ 0.3 5.7 3.3 2.2 5.8

2011年 7～ 9月 6.4 1.5 ▲ 1.7 　▲20.7 ▲25.4 ▲ 8.5 ▲17.8 ▲19.8 ▲12.8

10～12月 6.7 2.0 ▲ 1.3 23.4 23.6 23.0 24.6 25.2 23.2

2012年 1～ 3月 22.0 7.0 1.3 51.2 57.0 40.4 50.3 54.3 42.6

 4～ 6月 3.6 n.a. p ▲ 1.3 78.9 70.2 97.6 66.0 59.0 79.6

2012年     2月 5.8 3.7 0.2 36.0 39.6 29.2 31.7 33.1 29.0

　 　3月 76.3 18.1 5.1 78.5 86.4 63.2 76.3 82.0 64.6

　 　4月 17.5 ▲ 0.2 ▲ 0.6 2.2倍 2.2倍 2.3倍 99.5 92.6 2.1倍

　 　5月 0.3 ▲ 1.3 ▲ 0.8 86.0 75.4 2.1倍 68.6 64.0 76.8

　 　6月 ▲ 4.8 p ▲ 3.4 p ▲ 2.6 53.8 45.4 73.5 46.8 39.8 62.3

　 　7月 n.a. n.a. n.a. 53.2 52.4 54.8 42.3 37.3 53.4

出　所
日 本 銀 行
水 戸 事 務 所

全国軽自動車協
会 連 合 会

（注）1.大型小売店売上高・日本銀行水戸事務所調べは2010年7月までは10か店ベース、8月以降は11か店ベース。経済産業省調べは既存店ベース。

　  　2.p は速報値。

（２）公共・住宅投資

（前年比、％）

茨 城 県 全   国 茨 城 県 全  国

持  家 貸　家 分　譲

2010年度 ▲  6.9 ▲  8.8 9.9 14.8 ▲  2.8 29.5 5.6

2011年度 27.2 ▲　0.5 ▲　0.1 5.6 ▲　8.3 6.1 2.7

2011年 7～ 9月 ▲ 11.6 ▲  3.4 ▲  3.5 13.8 ▲ 10.7 ▲ 47.2 7.9

10～12月 64.2 3.6 ▲  4.9 ▲  0.9 ▲ 15.6 14.6 ▲  4.5

2012年 1～ 3月 61.8 10.3 14.2 8.1 6.6 76.7 3.7

4～ 6月 25.8 15.5 24.5 21.1 34.8 10.4 6.2

2012年　 　1月 2.2倍 8.5 ▲　7.5 ▲ 17.7 ▲ 28.1 2.1倍 ▲  1.1

　 　2月 60.9 16.8 18.6 21.8 ▲　2.1 2.0倍 7.5

　 　3月 38.7 8.0 47.5 29.5 2.2倍 6.6 5.0

　 　4月 23.0 5.4 59.1 41.0 2.3倍 7.3 10.3

　 　5月 51.3 36.7 12.7 16.7 ▲ 11.5 2.2倍 9.3

　 　6月 18.3 14.1 9.4 9.2 25.9 ▲ 31.0 ▲ 0.2

出　所
東 日 本 建 設 業
保 証 茨 城 支 店

各建設業保証

（注）1.公共工事請負金額（茨城県）は工事場所ベース。

　　　2.公共工事請負金額（全国）は、北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）

　　　　による請負金額の合計。

個   人   消   費   関   連

乗  用  車  新  車  登  録  台  数

公共工事請負金額 新 設 住 宅 着 工 戸 数

国土交通省

茨 城 県

　大 型 小 売 店 売 上 高　

経済産業省 茨城県自動車販売店協会 日本自動車販売協会連合会
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（３）生産
（前年比、％）

鉱 工 業 指 数  ＜ 季節調整済 ＞ 大口電力販売量

生     産 出     荷 在     庫

茨城県 全  国 茨城県 全  国 茨城県 全  国 茨 城 県 全   国

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2010年度 87.8 7.3 94.1 9.3 86.0 4.5 95.3 9.4 95.8 ▲ 11.5 93.0 3.9 2.6 7.5

2011年度 91.2 3.8 93.2 ▲　1.0 87.8 2.1 93.4 ▲  2.0 106.1 10.8 101.9 9.6 ▲　5.5 ▲  3.2

2011年 7～ 9月 89.2 ▲  1.4 93.7 ▲  0.9 87.3 ▲  2.0 94.3 ▲  1.6 110.8 17.9 102.9 6.0 ▲ 12.5 ▲  5.4

10～12月 94.7 3.8 94.1 ▲  1.6 90.8 2.1 94.6 ▲  2.2 109.5 16.0 101.5 3.8 ▲  5.4 ▲  3.1

2012年 1～ 3月 98.6 19.9 95.3 4.8 95.2 19.3 95.4 4.1 106.5 10.3 107.5 9.6 9.1 0.2

 4～ 6月 n.a. n.a. p 93.2 p  5.1 n.a. n.a. p 95.1 p  7.9 n.a. n.a. p 107.3 p  6.1 1.0 1.8

2012年     1月 96.7 1.8 95.9 ▲  1.6 92.3 2.5 95.0 ▲  1.5 107.2 7.7 103.6 2.5 ▲  5.3 ▲  5.2

     2月 99.6 4.9 94.4 1.5 94.9 4.7 95.3 1.5 107.6 8.0 103.1 1.0 ▲  1.7 ▲  0.7

     3月 99.6 59.8 95.6 14.2 98.4 53.7 95.8 11.9 104.8 15.8 107.5 9.6 44.4 6.8

     4月 100.5 55.4 95.4 12.9 94.9 50.2 96.4 16.0 108.8 22.2 109.6 10.8 22.5 5.8

     5月 93.5 13.9 92.2 6.0 93.7 27.7 95.1 11.7 108.2 9.3 108.8 4.7 ▲  3.6 1.9

     6月 n.a. n.a. p 92.1 p ▲　2.0 n.a. n.a. p 93.7 p ▲　1.6 n.a. n.a. p 107.3 p  6.1 ▲ 12.0 ▲ 2.0

出   所 茨城県企画部 経 済 産 業 省 茨城県企画部 経 済 産 業 省 茨城県企画部 経 済 産 業 省
東 京 電 力
茨 城 支 店

電 気 事 業
連 合 会

（注）1.鉱工業指数は2005年平均=100。鉱工業指数の「前年比｣は原指数の前年比。

　　　2.p は速報値。

（４）雇用・所得環境
（前年比、％）

有効求人倍率

茨城県 全  国 茨城県 全  国 茨城県 全  国 茨城県 全  国

2010年度 0.52 0.56 ▲ 0.4 0.5 1.1 0.5 18.3 7.9

2011年度 0.69 0.68 ▲ 0.7 0.6 5.0 ▲ 0.3 22.7 0.8

2011年 7～ 9月 0.67 0.66 ▲ 1.3 0.7 4.2 ▲ 0.4 17.3 0.2

10～12月 0.71 0.69 ▲ 1.6 0.6 4.6 ▲ 0.1 20.0 2.0

2012年 1～ 3月 0.76 0.75 ▲ 2.8 0.6 0.2 0.0 7.0 1.8

 4～ 6月 0.82 0.81 n.a. p 0.8 n.a. p ▲ 0.5 n.a. p 4.0

2012年　 　1月 0.75 0.73 ▲ 2.9 0.5 ▲ 2.2 ▲ 1.2 1.8 0.6

　 　2月 0.77 0.75 ▲ 3.0 0.6 0.3 0.1 3.2 0.6

　 　3月 0.77 0.76 ▲ 2.7 0.6 2.5 0.9 16.4 4.3

　 　4月 0.80 0.79 ▲ 2.1 0.7 2.8 0.2 14.3 5.3

　 　5月 0.83 0.81 ▲ 2.2 0.9 0.3 ▲ 1.1 2.5 5.6

　 　6月 0.83 0.82 n.a. p 0.8 n.a. p ▲ 0.6 n.a. p 1.2

出   所 茨 城 労 働 局 厚 生 労 働 省
茨 城 県
企 画 部

厚 生 労 働 省
茨 城 県
企 画 部

厚 生 労 働 省
茨 城 県
企 画 部

厚 生 労 働 省

（注）1.有効求人倍率は、新規学卒者を除きパートタイムを含む。

　　  2.茨城県の有効求人倍率の四半期・年度の計数は日本銀行水戸事務所で単純平均として算出。

      3.常用労働者数、一人平均現金給与総額、一人平均所定外労働時間は事業所規模５人以上。

     　 茨城県の常用労働者数、一人平均現金給与総額、一人平均所定外労働時間の年度については暦年計数。

      4.p は速報値。

常用労働者数 一人平均現金給与総額 一人平均所定外労働時間

（季節調整済・倍）
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２．物価

（前年比、％）

茨城県 全  国

除く
生鮮食品

除く
生鮮食品

2010年 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 1.0

2011年 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.3

2011年 7～ 9月 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.1 0.2

10～12月 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.2

2012年 1～ 3月 0.0 ▲ 0.0 0.3 0.1

 4～ 6月 n.a. n.a. 0.2 0.0

2012年　 　1月 ▲ 0.3 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.1

　 　2月 0.0 ▲ 0.1 0.3 0.1

　 　3月 0.5 0.3 0.5 0.2

　 　4月 0.4 0.3 0.4 0.2

　 　5月 0.3 0.1 0.2 ▲ 0.1

　 　6月 n.a. n.a. ▲ 0.2 ▲ 0.2

出　所 茨城県企画部

（注）1.茨城県の四半期計数は、日本銀行水戸事務所で

　　　　月次計数の単純平均として算出。

３．企業倒産

（前年比、％）

件数（件）

前年比 前年比

2010年度 186 ▲ 21.8 112,083 32.4

2011年度 178 ▲　4.3 70,837 ▲ 36.8

 2011年 7～ 9月 42 ▲ 17.6 4,886 ▲ 93.1

10～12月 45 ▲  8.2 45,296 75.4

2012年 1～ 3月 35 ▲ 22.2 6,970 ▲  1.8

 4～ 6月 30 ▲ 46.4 6,534 ▲ 52.3

2012年　 　2月 17 54.5 850 ▲ 44.3

3月 12 33.3 4,163 4.3倍

4月 12 9.1 3,117 10.1

5月 10 ▲ 52.4 805 ▲ 91.3

6月 8 ▲ 66.7 2,612 60.0

7月 11 ▲ 15.4 1,182 ▲ 18.0

出　所

（注）負債総額10百万円以上の企業倒産。

消費者物価指数

総務省

東 京 商 工 リ サ ー チ 水 戸 支 店

負債総額（百万円）

茨城県
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４．金融
（１）実質預金

（前年比、％、残高は億円）

茨城県 全  国

銀  行 そ の 他

都銀・信託 地銀・地銀Ⅱ 信金・信組

2011年 3月 1.9 1.7 4.0 1.6 2.1 1.2 2.9

6月 4.7 5.3 6.7 5.3 3.4 2.6 2.4

9月 4.7 5.0 2.3 5.4 4.0 3.1 2.5

12月 4.8 5.1 4.1 5.3 4.1 3.4 3.5

2012年 1月 4.6 4.8 4.5 4.8 4.2 3.3 3.4

 2月 4.2 4.4 5.0 4.3 3.9 3.0 2.8

 3月 5.0 5.8 6.9 5.6 3.5 2.5 2.3

 4月 3.6 3.9 3.5 4.0 3.0 2.0 2.0

 5月 2.7 2.8 1.5 2.9 2.6 1.4 1.9

 6月 2.2 2.4 3.6 2.3 1.9 0.8 2.3

6月末残高 151,925 101,910 10,918 90,991 50,014 25,834 6,097,177

出   所 日本銀行

        　｢地銀・地銀Ⅱ｣は、全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行。

        　｢その他｣は、信用金庫、信用組合、労働金庫、農業協同組合、商工組合中央金庫の合計｡

　　　　　信用金庫、信用組合については、県内に本店がある先のみが対象｡

　　　　　信託銀行の信託元本を含む。オフショア勘定分は除く。

（２）貸出

（前年比、％、残高は億円）

茨城県 全  国

銀   行 そ の 他

都銀・信託 地銀・地銀Ⅱ 信金・信組

2011年 3月 ▲ 0.8 ▲ 1.1 ▲ 3.4 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 0.6

6月 ▲ 0.6 ▲ 1.0 ▲ 6.0 ▲ 0.6 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.7

9月 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 4.6 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 1.6 0.2

12月 ▲ 0.0 0.6 ▲ 0.6 0.7 ▲ 1.5 ▲ 2.7 1.3

2012年 1月 ▲ 0.2 0.7 ▲ 3.7 1.0 ▲ 2.3 ▲ 4.2 1.0

 2月 ▲ 0.1 1.0 ▲ 3.5 1.4 ▲ 2.5 ▲ 4.6 1.2

 3月 ▲ 0.4 0.9 ▲ 4.2 1.3 ▲ 3.2 ▲ 5.6 1.2

 4月 ▲ 0.0 1.5 ▲ 8.3 2.4 ▲ 3.6 ▲ 6.1 1.2

 5月 ▲ 0.1 1.7 ▲ 5.3 2.2 ▲ 4.0 ▲ 6.3 0.9

 6月 ▲ 0.0 1.8 ▲ 2.6 2.1 ▲ 4.0 ▲ 6.3 1.8

6月末残高 73,861 51,844 3,559 48,285 22,016 10,996 4,265,677

出   所 日本銀行

        　｢地銀・地銀Ⅱ｣は、全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行。

       　「その他」は、信用金庫、信用組合、労働金庫、農業協同組合、商工組合中央金庫、日本政策金融公庫（国民

          生活事業および中小企業事業）の合計。

          信用金庫、信用組合については、県内に本店がある先のみが対象。

  　　　　中央政府向け貸出、金融機関向け貸出、オフショア勘定分は除く。

　　　3.　数値が有効単位未満のマイナス値の場合は「▲0.0」と表示。

 (注）1．「茨城県」は、茨城県内に所在する店舗分の合計。ゆうちょ銀行は含まない｡

      2． ｢全国｣は、日本銀行調査統計局公表の国内銀行の計数。

日  本  銀  行  水  戸  事  務  所

 (注）1． 実質預金は、総預金から切手・手形を控除したもの。

      2．「茨城県｣は、茨城県内に所在する店舗分の合計。ゆうちょ銀行は含まない。

      3． ｢全国｣は、日本銀行調査統計局公表の国内銀行の計数。

日  本  銀  行  水  戸  事  務  所

　　　4.　数値が有効単位未満のマイナス値の場合は「▲0.0」と表示。
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（３）貸出約定平均金利（ストックベース）

（前月比、％ポイント、％）  

茨城県 全  国  

都銀・信託 地銀・地銀Ⅱ 信金・信組  

▲ 0.026 ▲ 0.005 ▲ 0.027 ▲ 0.014 ▲ 0.014

総 ▲ 0.020 0.020 ▲ 0.024 ▲ 0.011 ▲ 0.004

▲ 0.010 ▲ 0.009 ▲ 0.002 ▲ 0.044 ▲ 0.003

合 0.006 ▲ 0.014 0.001 0.033 ▲ 0.012

2.047 1.791 1.883 2.826 1.409  

▲ 0.076 ▲ 0.110 ▲ 0.074 ▲ 0.030 ▲ 0.003

短 ▲ 0.043 0.106 ▲ 0.059 0.001 ▲ 0.027

0.032 0.015 0.040 ▲ 0.026 0.000

期 0.076 ▲ 0.028 0.095 ▲ 0.001 ▲ 0.014

2.269 1.686 2.141 2.930 1.030  

▲ 0.026 ▲ 0.009 ▲ 0.026 ▲ 0.015 ▲ 0.019

長 ▲ 0.011 ▲ 0.013 ▲ 0.009 ▲ 0.010 ▲ 0.008

▲ 0.017 ▲ 0.003 ▲ 0.010 ▲ 0.043 ▲ 0.009

期 0.000 ▲ 0.009 ▲ 0.008 0.034 ▲ 0.008

1.978 1.842 1.816 2.686 1.478  

0.062 0.053 0.055 0.024 0.002

当 ▲ 0.166 0.154 ▲ 0.221 ▲ 0.110 0.018

0.051 ▲ 0.037 0.089 ▲ 0.156 0.022

貸 0.027 ▲ 0.037 0.024 0.202 ▲ 0.028

2.818 1.559 2.536 7.775 1.247  

出　 所 日本銀行

（注）1. 貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの(金融機関向け貸出、オフショア勘定分は除く）。  
      2.「茨城県｣は、茨城県内に所在する店舗分の合計。ゆうちょ銀行は含まない。

         ｢地銀・地銀Ⅱ｣は全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行。

         信用金庫、信用組合については、県内に本店のある先のみが対象。

      3.「短期」は約定時の貸出期間が1年未満の貸出、「長期」は同1年以上の貸出。

      4.「全国」は、日本銀行ホームページに掲載されている『貸出約定平均金利の推移』の国内銀行の計数。　

（４）銀行券

（億円）

発   行 還   収 発行･還収（▲）超

前年実績

6,427 2,191 4,235 3,938

7,030 2,141 4,888 4,235

1,603 361 1,242 900

2,564 477 2,086 1,648

1,345 751 594 689

1,931 602 1,328 964

531 171 360 292

569 182 386 552

751 156 594 342

449 304 144 158

730 141 589 463

547 202 344 396

2012年　3月中

4月中

5月中

6月中

2012年　6月末

2012年　3月中

4月中

5月中

6月中

2012年　6月末

2012年　3月中

4月中

5月中

6月中

2012年　6月末

2012年　3月中

4月中

5月中

6月中

2012年　6月末

日  本  銀  行  水  戸  事  務  所

銀  行  券

2010年度

2011年度

 2011年　　 7～ 9月

10～12月

 2012年　　 1～ 3月

 　　 4～ 6月

  2012年　　　　 2月

日  本  銀  行  水  戸  事  務  所

 　　　　 3月

 　　　　 4月

 　　　　 5月

 　　　　 6月

 　　　　 7月

出　 所
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